
 皆様、本日はお忙しい中ご参加いただき、誠にありがとうございます。
CFOの松下です。

 本日は、2024年3月期第3四半期決算、通期業績予想、セグメントの状
況、及び中期経営計画の取り組み状況について、説明いたします。

 まず、「第3四半期決算」について説明します。5ページをご覧くださ
い。









 営業収益は、社会経済活動の正常化が一層進み、鉄道事業を始めとした
各事業における需要が回復したことなどにより、対前年で316億円増の
2,929億円となりました。

 営業利益は、営業収益の増加により、対前年で206億円増の431億円。
EBITDAも、対前年で228億円増加し、671億円となりました。

 また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、ドラッグイレブン株式の
売却に伴う特別利益の増加などにより、対前年で191億円増の407億円と
なりました。

 次に、「通期業績予想」について説明します。9ページをご覧ください。









 通期業績予想及び配当予想については、11月7日公表の予想から変更し
ておりません。

 引き続き、収入の動向を注視しつつ、必要な費用を精査し、今期業績予
想及び中期経営計画の数値目標達成に向けた各種施策を推進してまいり
ます。

 次に、「セグメントの状況」について説明します。14ページをご覧く
ださい。











 運輸サービスセグメントにおいては、鉄道旅客運輸収入の回復率が伸長し
ました。

 特に定期外収入が2019年3月期に対して99.3%と高い回復率になりまし
た。これは秋の天候に恵まれた結果と認識しております。新型コロナウイ
ルスが5類に変更となった昨年5月以降の緩やかな回復傾向が続いていると
いう認識に変わりはなく、今後の回復率について注視してまいります。

 鉄道事業の費用については、動力費が想定より低く推移している一方で、
修繕費は第4四半期にコロナ禍の緊急抑制で先送りした分の反動増が想定
以上となることを見込んでいます。また、経営陣と従業員との意見交換会
の内容を踏まえた業務改善や職場環境改善を実施しており、これに関連し
た費用の発生も見込んでいます。

 次のページをご覧ください。



 鉄道事業のインバウンドの状況について説明します。

 第3四半期のインバウンド収入は第2四半期から伸長し、2019年3月期比
でも好調に推移しました。

 インバウンド収入の過半を占めるJR九州レールパスは、発売数が伸長し
たことに加えて、昨年10月1日から実施した価格改定も奏功しておりま
す。なお、地域別販売先の構成比について第2四半期から第3四半期にか
けて大きな変動はありません。

 17ページをご覧ください。





 次に、不動産・ホテルセグメントについて説明します。

 まず、不動産賃貸事業については、主要既存駅ビルのテナント売上高が
回復傾向を維持しており、インラインで推移しています。

 オフィスビルや賃貸マンションについても空室率に大きな変化はなく、
堅調に推移しています。

 なお、今期開業済み及び開業予定のオフィスビルのリーシング状況につ
いてですが、こちらも概ね堅調です。

 また、昨年11月10日には「JR長崎駅ビル」が開業し、第3四半期に開業
経費が発生しました。「JR長崎駅ビル」については、後ほど詳しくお話
ししたいと思います。

 次のページをご覧ください。



 不動産販売事業については、分譲マンション販売が前年に対し若干の増
収で想定通りに推移しています。

 また、保有物件の売却については、第1四半期に続き、第3四半期におい
ても賃貸マンション1棟を第三者に売却しました。

 次のページをご覧ください。



 続いて、ホテル事業の状況について説明します。

 第3四半期では、インバウンド需要が引き続きADRを押し上げたほか、国
内需要の高まりもあり、稼働率についても第2四半期を上回りました。

 なお、昨年10月1日に「嬉野八十八」が開業、今年の1月16日に「長崎マ
リオットホテル」が開業しており、第3四半期から第4四半期にかけて、
開業経費が発生します。

 次のページをご覧ください。



 流通・外食セグメントについては、人流回復を受け、小売店と飲食店の
いずれもが好調に推移しました。

 売上の既存店前年比の傾向としては、コンビニエンスストアや居酒屋な
ど、コロナ禍において人流抑制の影響を受けた業種においては客数増が
主に貢献しており、コロナ禍においても好調であったファーストフード
店においては、価格改定による客単価増が主に貢献しています。

 次に「中期経営計画の取り組み状況」について説明します。23ページを
ご覧ください。







 当社は、2030年長期ビジョンの実現に向け、2024年度までの3か年の中
期経営計画において、「成長軌道への復帰を図る」ステージとし、3つの
重点戦略を推進しています。

 次のページをご覧ください。



 まず、鉄道事業の事業構造改革について説明します。新技術の活用について、今回は
２つの事例を紹介します。

 １つ目として、国内初となるGOA2.5自動運転を今年の3月から開始します。GOAと
は、鉄道の自動運転レベルを定める基準であり、2.5においては、運転士以外の係員
である自動運転乗務員が列車の前頭部に乗務し、緊急停止操作等を行います。

 操縦負担が軽減されることで乗務員をより確保しやすくなることが期待されることに
加え、操縦の自動化により乗務員を養成する期間の短縮が可能になります。

 ２つ目として、九州内完結のインターネット列車予約限定きっぷのうち、博多駅を発
着する主な特急列車および西九州新幹線を対象とし、QRコードによるチケットレス
サービスを今年の秋から開始します。

 現行サービスでは乗車前に窓口や券売機で予約したきっぷの発券が必要でしたが、本
サービスの導入によりお客さまの利便性向上や混雑緩和などに大きく寄与するものと
考えています。なお、2025年度以降はサービス対象の拡大も予定しております。

 次のページをご覧ください。



 続いて、重点戦略の2点目、「豊かなまちづくりモデルの創造」に向けた
取り組みについて説明します。

 西九州エリアのまちづくりの核となる「JR長崎駅ビル」が、昨年11月に
開業しました。開業から多くのお客さまにご利用いただき、テナント売上
やオフィスリーシングも想定に対して順調に進捗しています。

 駅ビルの開業は、長崎駅の近距離収入の増にも貢献しており、西九州新幹
線のご利用は、引き続き九州新幹線の回復トレンドを超過しています。

 今年の1月にはまちづくりの総仕上げとして「長崎マリオットホテル」が
開業しました。今後も、西九州エリアの賑わいの創出に引き続き貢献して
いきます。

 次のページをご覧ください。



 福岡エリアにおいては、今年の1月に桜十字グループとの共同開発であ
る「りすのこスクエア」が開業しました。当社グループの運営する
「SJRザ・クラス大手門」は、当社グループとして8件目のシニアマン
ションであり、都心部に近い利便性と、桜十字グループとの医療協力体
制が特徴です。

 また、複合体験型アウトドア施設「ABURAYAMA FUKUOKA」は第2期
開業を迎え、シェアオフィスや森林アウトドアパークなどが新たにオー
プンしました。今年の春にはグランピング施設などの開業を予定してい
ます。

 今後も成長を続ける福岡市および周辺エリアにおいて、幅広い領域での
まちづくりを推進していきます。

 最後に、肥薩線の状況について説明します。次のページをご覧くださ
い。



令和2年7月豪雨により被災した肥薩線については、国土交通省と熊本県が
開催する検討会議に参画しています。

昨年12月の検討会議では、熊本県より復興方針の案が示されました。これ
は、JR肥薩線の八代駅から人吉駅間について鉄道復旧を目指すとした場合
の基本方針で、肥薩線を重要な観光路線と位置づけ、観光振興を軸とした
利活用策について整理されたものです。

当社としては、いただいた方針案を重く受け止め、慎重に検討を重ねた上
で、次回以降の検討会議にて当社の見解を示したいと考えています。

以上で説明を終わります。ご清聴ありがとうございました。




